
項番 種類
（注）

該当資料名 頁数 章番号等 仕様書等の記載内容 意見又は修正案の内容 意見又は修正案の提出理由 回答

1 要望 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0

13 図1-10 詳細設計と実装・単体テストの工程が重複しており、リスク
があると考えられる。

実装～結合テスト(※1)を業務で分割するなどしてアジャイ
ル開発(※2)で進めることが可能か。

※1：外部結合テストまで含む。
※2：同資料の「4.9.実装・単体テスト」にはウォーター
フォールに限定しないと記載。

最も難易度の高い機能などから先行して作成し、令和8年度
中に外部結合テストまで済ませ、先行で完了させた機能で得
た改善点を踏まえて残りの機能を開発する方針であれば、品
質と生産性を向上させて同様の手戻りを抑制する効果が見込
まれる。

4.9章にて記載の通り、
”本プロジェクトでは、従来のウォーターフォールに限定せず、スパイ
ラル／アジャイル等柔軟な対応を可能とする手法をプロジェクトの特性
を踏まえ検討しても構わない。但し、詳細設計・実装工程までとし、総
合テスト工程以降はウォーターフォール型とし、工程の開始・終了の判
定を受けること。なお、総合テスト工程以降においても、各工程内で必
要となる修正については、変更管理等を行い対応すること。”
となります。

また、作業スケジュールはあくまでモデルスケジュールとなりますの
で、最適なスケジュールをご提案ください。
ご提案いただく具体的内容に応じて、主管課の承認を得て作業を進める
ことを想定します。

2 要望 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0

13 図1-10 詳細設計と実装・単体テストの工程が重複している。 総合テストと受入テストを3段階ずつなどに分けて重複さ
せ、前の工程のテストが完了したものからテストを実施する
ことは可能か。

上記と同様に先行して実施したテストを踏まえて後続のテス
トの手戻りを抑制する効果が見込まれる。

業務が多いため全て同じタイミングで進めると手戻りが多く
なる恐れがある。

可能です。
作業スケジュールはあくまでモデルスケジュールとなりますので、最適
なスケジュールをご提案ください。
ご提案いただく具体的内容に応じて、主管課の承認を得て作業を進める
ことを想定します。

3 確認・質問 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0

13 図1-10 運用・保守や移行・教育計画が基本設計と詳細設計に含まれ
ている。

早期に検討を始めるということであり、令和8年度の後半ま
で検討およびドキュメント更新は継続するという認識で問題
ないか。

基本設計のレビュー段階では詳細な内容までは記載できない
と考えられる。
実態に合わせて柔軟にタスクやドキュメントの記載レベルの
調整が可能か確認したい。

問題ありません。
後続タスクとして、
・詳細設計（運用・保守）
・移行・教育設計
をそれぞれ、令和8年度末（令和9年2月）まで予定しておりますので、
計画内容に応じて年度末までに詳細設計レベルに落とし込まれているこ
とを想定します。
また、令和9年度の工程においても実態に合わせて柔軟に調整可能とな
ります。

4 確認・質問 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0

13 図1-10 データHUBの構築・テストのタスクの記載がない。 4.6(1)ウに以下の記載があるため、旅費・謝金システムの設
計後にその内容を参考に対応するスケジュールと考えて良い
か。

----- 抜粋 -----
並行して行う旅費・謝金システム設計・開発事業において開
発するブリッジシステム（データHUB）と可能な限り設計内
容を統一し、別途データHUB機能を統合できるよう検討する
こと。

どのようなスケジュールで設計・開発・テストの想定をして
いたか確認したい。

データHUBに関しても、図1-10に示す基本設計～詳細設計～実装・単体
テストと同様のスケジュールで進めることを想定しています。
令和8年度末（令和9年2～3月）に予定するサブシステム内部結合テスト
まで対象となります。

作業スケジュールはあくまでモデルスケジュールとなりますので、最適
なスケジュールをご提案ください。
ご提案いただく具体的内容に応じて、主管課の承認を得て作業を進める
ことを想定します。

なお、旅費・謝金システム設計・開発事業において開発するブリッジシ
ステム（データHUB）との設計内容の共有は、旅費・謝金システム設
計・開発事業のスケジュールを鑑みて、令和8年度11月～1月頃の期間で
調整することになると想定しております。

5 確認・質問 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0

13 図1-10 引継ぎが年度を跨いで3月～4月となっている。 同資料の4.21.引継ぎに記載の通り、引継ぎ期間は令和9年3
月の1ヶ月間となるか。

事業者変更の場合に、引継ぎ先の事業者は3月から作業可能
か、引継ぎ元は4月に別途工数が必要か確認したい。

4.21章に記載の通りとなります。
引継ぎ元は令和9年3月まで、引継ぎ先は令和9年4月以降の契約となりま
すが、令和9年度事業者の提案内容も踏まえ柔軟に対応していただきた
いと考えております。

6 確認・質問 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0

24 4.5.(1)各府
省庁との詳
細要件整理

全府省庁と書面形式で実施することし、打合せ形式は希望す
る府省庁のみとする。

方針の背景についての記載はないが、前年度までに基本的な
方針は認識合わせを行っており、最終の合意を取る段階と認
識して良いか。

認識相違ございません。
令和6年度に概念実証（PoC）事業を、令和7年度にサービス・業務企画
（業務要件定義）事業を行い、基本的な業務要件の認識合わせを利用府
省庁と実施しております。
本事業での詳細要件整理での合意事項は、製品が確定したのちの画面・
利用導線や業務要件（修正版）等を各省に説明し合意を得ること、ま
た、確定した製品の仕様に合わせたパラメータ等のヒアリング（移行対
象アカウントや権限等）を想定しております。

提案いただく製品や開発物の仕様に合わせた、利用府省庁と合意が必要
な詳細要件（案）についてご提案に含めていただけますと幸いです。

7 確認・質問 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0

41 4.27.その他 (2)インターネット公開する情報システムは原則として政府
系ドメイン（go.jp）を用いること。

ドメインの取得方法の手順について確認したい。 ドメイン取得の申請や手続きは主管課にて実施します。
契約後に主管課よりご説明させていただきます。

「令和8年度 旅費等内部管理業務共通システムの次期システム（V4）更改に係る物品管理システム設計・開発業務（基本設計～開発）」意見招請結果に対する回答
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項番 種類
（注）

該当資料名 頁数 章番号等 仕様書等の記載内容 意見又は修正案の内容 意見又は修正案の提出理由 回答
「令和8年度 旅費等内部管理業務共通システムの次期システム（V4）更改に係る物品管理システム設計・開発業務（基本設計～開発）」意見招請結果に対する回答

8 確認・質問 要件定義書別添
09_データ一覧・
定義_物品管理
_v.1.0

「データ一
覧」シート

保存期間6年、データ件数3,400万件 システムでは全て参照できるようにするべきでしょうか？
過去分は管理者のみが参照可能とするか。

何かしらの前提・制約・制限があれば画面の応答時間を短縮
可能。

公文書管理の観点から過去5年分の文書保存とその保存データの参照が
必要となります。

公文書管理の仕様（概要）：証拠書類の保存期間と合わせ、6年間保存
（5年+1年度より前のデータの参照が不可）します。過去５年度分まで
閲覧・複写が必要です。

なお、『物品管理簿』、『物品供用簿』、『物品出納簿』、『物品情
報』は、常時閲覧可能となっております。
※データとして削除してはいけないものであるため

9 意見 02_別紙01_要件
定義書（物品管
理システム設
計・開発）
_v.1.0.docx

30 3.9.継続性
に関する事
項
(2)継続性に
係る対策

ウ アベイラビリティゾーン アベイラビリティゾーンは、一部製品で利用する名称であ
り、当名称を利用する場合、製品指定となり公平性を損なう
可能性があります。
「マルチデータセンター構成」「冗長化構成」等の用語に変
更のご検討をお願いいたします。

・公平性を損なう可能性があるため。 ご意見を踏まえ、以下の通り修正いたします。
-----
「アベイラビリティゾーン」を「マルチデータセンタ構成」に、「AZ」
を「データセンタ」に
変更いたします

10 意見 02_別紙01_要件
定義書（物品管
理システム設
計・開発）
_v.1.0.docx

30 3.9.継続性
に関する事
項
(2)継続性に
係る対策

エ データバックアップ
・保存期間
万一の障害発生に備え本システムの稼働に必要な全データを
復旧可能とするとともに、過去のシステム処理に問題が発生
した場合に原因分析を可能とすることを目的として、日次の
バックアップについては、4週間程度のデータをバックアッ
プとして保持すること。なお、保管対象のデータとして、文
書管理規定に基づくデータは保管期間5年、各種ログファイ
ルは保管期間3年とすること。

「要件定義書別添17_非機能要求グレード_物品管理システム
_v1.0.xlsx」の内容と異なるため、以下修正のご検討をお願
いします。
---
・修正前
4週間程度のデータをバックアップ
・修正後
28日間のデータをバックアップ
※項番C.1.2.6参照

・修正前
各種ログファイルは保管期間3年
・修正後
各種ログファイルは保管期間1年
※項番E.7.1.2参照

・資料により記載内容が異なるため。 ご意見を踏まえ、以下の通り修正いたします。
---
次の記載に統一
・4週間程度のデータをバックアップ
・各種ログファイルは保管期間1年

11 意見 要件定義書別添
16_運用項目一覧
_物品管理
_v1.0.xlsx

項番5 問題
管理

本システムに対し、重大な影響を与えるインシデントや将来
的に重大なインシデントに発展する可能性がある問題につい
て影響評価を行った上で、緊急度及び優先度を定め、根本原
因の調査及び解決策の立案を行うこと。

問題事象に対して、同事象が発生する場合、対応策に対して
手順等をFAQとして残し効率的に実施する工夫を求めること
で、運用費の低減につながります。
以下修正案になります。
---
～立案を行うこと。また、問題事象の分析を行い、確認手順
や対応策について共有的なものについてはFAQとして管理を
行い効率的な対応を行うこと。

・運用費の低減につながるため。 ご意見を踏まえ、以下の通り修正いたします。
---
～立案を行うこと。
また、問題事象の分析を行い、確認手順や対応策についてFAQとしての
管理を行い、必要に応じて運用手順等に反映し、運用フローに組み込む
こと。

12 意見 要件定義書別添
16_運用項目一覧
_物品管理
_v1.0.xlsx

項番6 変更
管理

構成要素を追加、変更又は廃棄する場合は、変更依頼書を起
票すること。

変更依頼の運用が紙運用といったアナログ的な対応も可能と
読める内容となっているため、起票から承認・完了記録まで
をワークフローを使用した一元管理を求めることで、運用費
の低減及び職員の負荷低減に繋がります。
以下修正案になります。
---
～変更依頼書を起票すること。また、変更依頼書の起票から
承認・完了記録までワークフローを用いて効率的な対応行
い、情報の一元管理をすること。

・運用費の低減につながるため。
・職員の負荷低減につながるため。

ご意見を踏まえ、以下の通り修正いたします。
---
～変更依頼を起票すること。
また、変更依頼の起票から承認・完了記録までワークフロー等を用いて
効率的な対応を行い、情報の一元管理をすること。
---
また、「変更依頼書」→「変更管理」と修正いたしました。

13 意見 要件定義書別添
16_運用項目一覧
_物品管理
_v1.0.xlsx

項番7 リ
リース管理

リリース計画書については、リリース予定日より十分な期間
を確保の上、前もって主管課の承認をもって提出すること。
なお、緊急なリリースを要する場合は主管課と協議するこ
と。

リリース計画書の運用が紙運用といったアナログ的な対応も
可能と読める内容となっているため、作成から承認・完了記
録までをワークフローを使用した一元管理を求めることで、
運用費の低減及び職員の負荷低減に繋がります。
以下修正案になります。
---
～なお、緊急なリリースを要する場合は主管課と協議するこ
と。リリース計画書の作成から承認・完了記録までワークフ
ローを用いて効率的な対応行い、情報の一元管理をするこ
と。

・運用費の低減につながるため。
・職員の負荷低減につながるため。

ご意見を踏まえ、以下の通り修正いたします。
---
～なお、緊急なリリースを要する場合は主管課と協議すること。
リリース計画の作成から承認・完了記録までワークフロー等を用いて効
率的な対応を行い、情報の一元管理をすること。
---
また、「リリース計画書」→「リリース計画」と修正しました。
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項番 種類
（注）

該当資料名 頁数 章番号等 仕様書等の記載内容 意見又は修正案の内容 意見又は修正案の提出理由 回答
「令和8年度 旅費等内部管理業務共通システムの次期システム（V4）更改に係る物品管理システム設計・開発業務（基本設計～開発）」意見招請結果に対する回答

14 確認・質問 要件定義書別添
16_運用項目一覧
_物品管理
_v1.0.xlsx

項番8 シス
テム構成管
理

システム構成管理対象を特定し、管理レベルを定めること。
なお、システム構成管理対象は、本システムを構成するクラ
ウドサービス、ソフトウェア（製品名、開発元、バージョ
ン、ライセンス、依存関係等）、アプリケーション、通信回
線、公開ドメインのほか、本システムの運用・保守に係る全
てのドキュメント及びデータとすること。
ただし、本システムの外部から提供を受けるものであり、運
用・保守において変更を行わないものは、システム構成管理
の対象外とする。

「ただし、本システムの外部から提供を受けるものであり、
運用・保守において変更を行わないものは、システム構成管
理の対象外とする。」

上記記載内容はどの様なケースを想定されたものかご教授く
ださい。

・記載内容を正しく理解するため。 SaaSやaPaaS製品を利用する際、サービス提供事業者側で管理するシス
テム構成については対象外とすることを想定したものです。

15 意見 要件定義書別添
16_運用項目一覧
_物品管理
_v1.0.xlsx

項番11 障害
対応

府省内担当者との応答内容の記録を残すこと。 時系列として記録に残す内容は、府省内担当者との応答内容
だけでは障害対応の適切な管理ではない認識です。
全ての対応記録を残すよう修正のご検討をお願いいたしま
す。
以下修正案です。
---
障害対応に関わる受付からクローズまでの一連の対応記録、
エスカレーション、府省内担当者との応答記録を管理するこ
と。

・障害対応として適切な情報管理を行うため。
・お客様監査時に適切に対応するため。

ご意見を踏まえ、以下の通り修正いたします。
---
障害対応に関わる受付からクローズまでの一連の対応記録、エスカレー
ション、府省内担当者との応答記録を時系列で管理すること。
なお、管理に関しては、随時主管課でも閲覧可能とするなど、効率的な
手法により実施すること。

16 意見 要件定義書別添
16_運用項目一覧
_物品管理
_v1.0.xlsx

項番12 ヘル
プデスク業
務

運用･保守の計画及び実施状況について、主管課の定める報
告様式に従って取りまとめ、主管課に報告を行うこと。（原
則、月次での報告）

報告方法が紙運用といったアナログ的な対応も可能と読める
内容となっているため、分析レポートやダッシュボードを活
用した効率的な対応を求めることで運用費の低減及び職員の
負荷低減に繋がります。
以下修正案になります。
---
～主管課に報告を行うこと。（原則、月次での報告）また、
報告形式はツールを使用した分析レポートやダッシュボード
を使い、効率的な対応行うこと。

・運用費の低減につながるため。
・職員の負荷低減につながるため。

ご意見を踏まえ、以下の通り修正いたします。
---
～主管課に報告を行うこと。
また、報告形式は、原則、ツールを使用した分析レポートやダッシュ
ボード等を使い、随時主管課でも閲覧可能とするなど、効率的な対応を
行うこと。
---
また、”（原則、月次での報告）”の表現を削除しました。

17 意見 要件定義書別添
16_運用項目一覧
_物品管理
_v1.0.xlsx

項番14 イン
シデント管
理

インシデント対応手順の実効性を担保するため、定期的にイ
ンシデント対応手順の見直しやインシデント対応訓練を実施
すること。

インシデント対応訓練を実施のみだけでは、インシデント管
理の適切な管理ではない認識です。
訓練結果の記録まで管理をするよう修正のご検討をお願いい
たします。
---
～インシデント対応訓練の実施、及び訓練結果の記録を行う
こと。

・インシデント管理として適切な情報管理を行うため。
・お客様監査時に適切に対応するため。

ご意見を踏まえ、以下の通り修正いたします。
---
～インシデント対応訓練の実施、及び訓練結果の記録を行うこと。
また、訓練の結果定常運用における改善点を見出した場合は、実施結果
とともに主管課に報告の上、インシデント対応フローへの組み込み等適
切な対応を実施すること。

18 意見 要件定義書別添
16_運用項目一覧
_物品管理
_v1.0.xlsx

項番20 アカ
ウント管理

受託者は、主管課からの指示に基づき、ユーザーID（特権ID
含む）の払い出し、削除、パスワード再発行を実施するこ
と。

主管課からの指示からアカウント払い出し、削除、パスワー
ドの運用をツールを使用し機械的に行うことで、運用費の低
減及び職員の負荷低減に繋がります。
以下修正案になります。
---
～パスワード再発行を実施すること。また、定型的な作業は
カタログ化を行い効率的に対応できるよう工夫すること。
なお、特権ユーザIDについては主管課より払い出しを行うこ
ととする。

・運用費の低減につながるため。
・職員の負荷低減につながるため。

ご意見を踏まえ、以下の通り修正いたします。
---
～パスワード再発行を実施すること。
また、定型的な作業はカタログ化を行い効率的に対応できるよう工夫す
ること。
なお、特権ユーザIDについては主管課より払い出しを行うこととする。

19 確認・質問 02_別紙01_要件
定義書（物品管
理システム設
計・開発）

3 1.2 (1)	サービスの利用者数及び情報システムの利用者数 システム管理者と各府省庁の管理者の想定人数を教えていた
だけますでしょうか。

管理者の人数によって、必要なライセンス数の計算、また開
発手法を顧慮するため。

システム管理者と各府省庁の利用者数に関しては、要件定義書＞表2
サービスの利用者数及び情報システムの利用者数（想定）を参照くださ
い。
なお、ご質問いただいております各府省庁の管理者の想定人数に関して
は、要件定義書＞3.3.システム規模に関する事項(4)＞表13　利用者数
に記載のユーザ数でお見積りをお願いします。
ライセンスの考え方に合わせ、利用可能性のあるユーザ数は"登録ユー
ザ数"を、実際に物品管理システムを利用するユーザ数（R6年度実績）
は"アクティブユーザ数"を参考にお見積りください。
アクティブユーザ数のうち、現時点で、一般利用者権限か、管理者権限
かの正確な内訳は持ち合わせておりません。ただし、業務状況から推測
する限り、アクティブユーザ数イコール管理者権限を有していると判断
いただいても差し支えありません。

20 確認・質問 要件定義書別添
03_機能要求一覧
_物品管理

機能要求一
覧

- 品目情報選択
・CSVアップロード
物品情報CSV出力

CSVアップロード／ダウンロードにおける「1回あたりの最大
件数」「想定ファイルサイズ」をご教示ください。

提案するソリューションでの実装方式・性能設計・非機能見
積に影響するため。

次期システム（V4）での新規機能であり、現状のデータはありません。
「1回あたりの最大件数」「想定ファイルサイズ」の要件に現時点で特
段定めはございませんので、最適なソリューションをご提案ください。

21 確認・質問 要件定義書別添
14_外部インター
フェース一覧_物
品管理

連携先シス
テム一覧

- - 物品管理システムと自動連携する外部システムは外部イン
ターフェース一覧に記載の下記２システムのみという理解で
正しいでしょうか。
・政府職員等属性情報管理基盤（GSS）
・電子決裁システム（EASY）

連携IF数により、開発工数が大きく変動するため。 ご認識の通りです。
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項番 種類
（注）

該当資料名 頁数 章番号等 仕様書等の記載内容 意見又は修正案の内容 意見又は修正案の提出理由 回答
「令和8年度 旅費等内部管理業務共通システムの次期システム（V4）更改に係る物品管理システム設計・開発業務（基本設計～開発）」意見招請結果に対する回答

22 確認・質問 要件定義書別添
03_機能要求一覧
_物品管理

機能要求一
覧

- 決裁方法選択 Webフロントサイトから EASY への連携は リアルタイム連携
必須 でしょうか。ステータス反映の遅延（準リアルタイ
ム）は許容されるでしょうか。

例えば、Power Automate/AzureFuncitonなどカスタムAPI設
計方針を確定するため。

準リアルタイムは許容いたします。
要件定義書別添03_機能要求一覧、同別添04_機能要件一覧のEASY連携に
該当する箇所の想定処理方式を「オンライン」→「オンライン/準リア
ル」に修正いたします。

23 確認・質問 要件定義書別添
09_データ一覧・
定義

データ一覧 - 個人情報を含むデータ 個人情報(GIMA職員マスタ)について、画面表示・帳票出力・
CSV出力時のマスキングや権限制御の要否はあるでしょう
か。

セキュリティ設計およびP画面表示制御設計を確定するた
め。

画面表示・帳票出力・CSV出力時のマスキングの要件はありません。
職員マスタがもつ情報の表示要件（権限制御関連）については、要件定
義書別添03_機能要求一覧、同別添04_機能要件一覧をご参照ください。
権限に応じ表示を設定しています。

24 確認・質問 要件定義書別添
09_データ一覧・
定義

データ一覧 - 保存期限
6年

保存期限を超えるデータはどう対処すべきでしょうか。 保存期限超過データの扱い（削除・別箇所に回避）を確認す
るため。

定期的に保存期間を超過したデータは削除することを想定しています。

25 確認・質問 要件定義書別添
09_データ一覧・
定義

データ一覧 - 次期システム(V4) 利用方針
V4移行対象

起案・管理簿・出納簿・供用簿等のトランザクションデータ
について、過去何年分を移行対象とする想定でしょうか。

移行対象期間により、データ件数・移行方式・テスト工数が
大きく変動するため。

基本的には6年分が対象となります。
すべてのデータを移行するという方式を提案いただくことも可能です。

3.3.システム規模に関する事項 (2)データ量 表 12　データ量の記載に
ミスがあったため。以下の通り修正いたします。
---
項番 項目                  データ種類     データ量  年間データ増
加率（%）
1 マスターデータ           データベース    0.3 GB  7%
2 トランザクションデータ   データベース    130 GB  5%
3 ログデータ               テキスト        600 GB  42%

26 確認・質問 要件定義書別添
03_機能要求一覧
_物品管理

機能要求一
覧

- 出力した帳票は、電子署名もしくは編集不可パスワードが付
与されるようにしたい。

出力した帳票はPDF出力で対応可能ですが、電子署名もしく
は編集不可パスワードは必須要件でしょうか。

電子署名や編集不可パスワードにより、開発工数が大きく変
動するため。

現行システムの要件を踏襲するため、電子署名や編集不可パスワードい
ずれかの機能（またはこれに類する機能）は必要となります。

27 確認・質問 要件定義書別添
06_画面イメージ
_物品管理（1）

- - 検索条件の追加
・品目をキーワードで全文検索を可能とする （検索結果か
ら起案対象品目を選択した後、品目登録が可能）
• 物品情報の全項目で検索を可能とする（全文、部分一致、
前方一致、後方一致）

品目または物品情報の検索対象範囲について要件はあります
でしょうか。
例えば、自府省内のみの検索を想定されていますでしょう
か。
また、自府省内のみの場合、データ件数が最も多い府省の物
品情報件数はどの程度を想定されていますでしょうか。

検索対象の範囲（自府省内／庁横断 等）によって、検索性
能および実装方式が大きく異なるため。

検索対象範囲について、基本的には各官署内を想定しております。

詳細は、要件定義書別添03_機能要求一覧、同別添04_機能要件一覧「物
品情報リストアップ」「物品情報検索」シートをご参照ください。

28 意見 02_別紙01_要件
定義書（物品管
理システム設
計・開発）

10 2.1 物品管理システムについては、aPaaS製品やガバメントクラ
ウドに実装するノーコード／ローコード開発製品による開発
とする

付加的にノーコード/ローコード以外での開発は許容される
でしょうか？
例えばPower Pagesは、Microsoft Power Platformの一部と
して提供される、ローコードのWebサイト作成製品であり、
本要件に記載されているノーコード／ローコード開発方針に
合致しますが、
原則Power Pagesの標準機能の範囲内で開発した場合も、実
現困難のところはReactによる画面開発 と Azure Function
による帳票開発で補完する可能性がございます。

物品管理システムについては、aPaaS製品やガバメントクラ
ウドに実装するノーコード／ローコード開発製品による開発
とするがローコードを主としつつ、要件実現性・拡張性を確
保するため、一部ReactやC#等による高度の開発も認めてい
ただきたい。

ノーコード/ローコード開発以外でも想定する効果が実現できる場合に
は、提案の範疇として許容いたします。
具体的な開発手法、その後の改修時の手法等をご提案ください。

29 要望 02_別紙01_要件
定義書（物品管
理システム設
計・開発）

10 2.1 ノーコード／ローコード開発による実装 開発生産性および品質向上のため、Power Pages SPA および
Azure Functions の開発において GitHub Copilot の利用を
許容いただくことは可能でしょうか。

GitHub Copilot を活用することで、ローコード開発におけ
る補完的なコード実装（React、Azure Functions等）の生産
性向上、品質の平準化、開発期間短縮が期待できるため。

外部クラウドサービスを利用する場合は、ISMAP登録が必要となりま
す。
ISMAP登録サービスでない場合、ISMAP同等のセキュリティ対応されてい
ることを確認の上、デジタル庁が定める外部サービス申請を行うことに
より利用が可能となる場合があります。別途、外部サービス申請の提出
が必要となりますので、該当製品の提案の可能性がある場合は、本調達
公示後に該当の申請書式をご提示しますのでそちらへ記載の上、ご提案
ください。
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項番 種類
（注）

該当資料名 頁数 章番号等 仕様書等の記載内容 意見又は修正案の内容 意見又は修正案の提出理由 回答
「令和8年度 旅費等内部管理業務共通システムの次期システム（V4）更改に係る物品管理システム設計・開発業務（基本設計～開発）」意見招請結果に対する回答

30 要望 02_別紙01_要件
定義書（物品管
理システム設
計・開発）

27 3.7 OS等への依存
原則推奨しないが、仮想サーバサービスを使用する場合は、
特定バージョンへの依存は避けること。なお、やむを得ず
OS、ミドルウェア等の特定バージョンに依存する場合は、そ
の利用を最低限とすること。

想定するプラットフォームでは、提供元によりサポート対象
デバイスプラットフォームがございます。
提供元が定めるサポート対象デバイスプラットフォームおよ
びブラウザー要件を前提として利用することを包含いただ
く、又は許容される表記としていただけないでしょうか？

■ブラウザー
　Google Chrome      最新の 3 つのメジャー リリース
  Microsoft Edge     最新の 3 つのメジャー リリース
  Mozilla Firefox    最新の 3 つのメジャー リリース
  Apple Safari       最新の 3 つのメジャー リリース

■サポート対象となるオペレーティング システム
　Windows    Windows 10 またはそれ以降
  macOS      10.13 またはそれ以降
  iOS        iOS 13 以降
  Android    10 またはそれ以降
また、提供元 がサポートする Web ブラウザー環境での利用
を前提とし、サポート対象外の OS・ブラウザー環境での動
作は保証対象外とするものとなります。

OS やブラウザの特定バージョンへの依存はシステム要件と
して不可避であるため。

本事業にて動作保証対象とするOSやブラウザバージョンについては、以
下に記載しておりますのでご参照ください。

別紙01_要件定義書（3.11.情報システム稼働環境に関する事項＞（7）
利用端末の要件）

31 確認・質問 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0.docx

9 1.4. 業務・
情報システ
ムの概要
(2)次期シス
テム（V4）
の全体概要
物品管理シ
ステム

物品管理システムについては、aPaaS製品やガバメントクラ
ウドに実装するノーコード/ローコード開発製品によるノー
コード/ローコード開発にて実装する。

開発手法については、ノーコード/ローコード開発に限定さ
れますでしょうか。

ノーコード/ローコード開発の採用効果（開発効率化及びコ
スト低減、運用保守フェーズにおける柔軟な改善対応）を見
込んでいると理解しているが、ノーコード/ローコード開発
以外でも前述の効果が実現できる場合には、アーキテクチャ
や開発手法は提案の範疇として許容されるかを確認したいた
め。

ノーコード/ローコード開発以外でも想定する効果が実現できる場合に
は、提案の範疇として許容いたします。
具体的な開発手法、その後の改修時の手法等をご提案ください。

32 意見 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0.docx

13 2.1. 調達範
囲と調達方
式

本調達は令和8・9・10年度の事業も含めた物品管理システム
設計・開発事業全体に対する提案内容の評価で、令和8年度
事業の実施事業者を決定することとする。
そのため、提案範囲には、令和8年度から令和10年度にかけ
て実施する基本設計工程、詳細設計・実装工程、総合テスト
工程、移行・リリース・稼働後サポート工程、運用・保守工
程を含むものとし、それぞれの実施方針・実施内容、利用す
る製品や開発手法、設計開発に係る概算工数やコスト、製品
ライセンスコスト等を示した、技術等提案書を提示するこ
と。

物品管理システム設計・開発事業は、令和8・9年度ではない
でしょうか。

要件を正確に把握したいため。 「本調達は令和8・9・10年度の事業も含めた物品管理システム設計・開
発事業全体に対する提案内容の評価…」との記載は、運用初年度を見越
した提案を評価するために令和10年度までを含む記載としています。

33 意見 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0.docx

20 4.2. 本業務
に関する状
況の把握
＜関連シス
テム等に関
する現状把
握＞

・ 電子証拠書類等管理システム（EVANSS）における要件等
・ 電子決裁システム（EASY）における要件等
・ GSS（Government Solution Service）における要件等
・ GSS-AMSにおける要件等
※職員認証基盤（GIMA）に関しては、令和9年度末までに後
継システム（GSS-AMS）に切替る予定
・ ガバメントクラウドに係るガイドライン等(※1)
・ デジタル社会推進標準ガイドライン(※1)
・ デジタル庁デザインシステム
・ 政府情報システムのためのセキュリティ評価制度
（ISMAP：Information system Security Management and
Assessment Program

「図 1-7　現行システム（V3）外部連携システム」には、
「決算確認システム（物品）」と「財務省物品管理システ
ム」の記載があるため、本システムについての現状把握も必
要ではないでしょうか。

要件を正確に把握したいため。 ご意見を踏まえ、以下の通り修正いたします。
---
4.2. 本業務に関する状況の把握
＜関連システム等に関する現状把握＞
に、
・決算確認システム（物品）
・財務省物品管理システム
を追加

34 確認・質問 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0.docx

35 4.15. 受入
テスト

各ステークホルダーが受入テストを実施するに当たり、環境
整備、問合せ・障害対応等の支援を行うこと。

「各ステークホルダー」について、現時点で想定している対
象（対象府省・官署）はどの範囲でしょうか。

要件を正確に把握したいため。 受入テストの参加は、基本的には各官署のうち、取りまとめを担う約30
府省庁（主に本省）を想定しています。
ただし、本省の希望により外局官署や地方官署等（全体数は約3,000官
署）も参加させる意向が示された場合は、対応ボリューム等を検討の上
対象範囲に含める可能性もあります。

35 要望 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0.docx

50 7.2. 契約不
適合責任

契約不適合責任については、契約書に記載の通りとする。 契約書に記載の通りとありますが、契約不適合責任の期間に
ついてご教示いただけますでしょうか。また、調達仕様書内
においても、期間を正確に把握したいため、「契約不適合責
任の期間については、検収後1年とする。」等の記載を追記
いただけないでしょうか。

契約不適合責任期間を正確に把握したいため。 ご意見を踏まえ、以下の通り修正いたします。
---
本業務によって納入される成果物について契約内容との不適合があった
場合、当該不適合が成果物の種類又は品質に関するものであったとき
は、検査に合格した日から1年の間に不適合がある旨を通知された成果
物に関する不適合について契約不適合責任を負うものとする。その他、
本業務に関する契約不適合の定めは、契約書のとおりとする。
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項番 種類
（注）

該当資料名 頁数 章番号等 仕様書等の記載内容 意見又は修正案の内容 意見又は修正案の提出理由 回答
「令和8年度 旅費等内部管理業務共通システムの次期システム（V4）更改に係る物品管理システム設計・開発業務（基本設計～開発）」意見招請結果に対する回答

36 要望 02_別紙01_要件
定義書（物品管
理システム設
計・開発）
_v.1.0.docx

32 3.10.	情報セ
キュリティ
に関する事
項
(2)	セキュリ
ティ要件

「表 20　本システムにおけるセキュリティ要件」全て 本表に記載されている対策内容については、必須適用テンプ
レート等にてガバメントクラウドで対策済の内容があると理
解していますが、ガバメントクラウド上にシステムを構築す
る場合に、受注者側で対応が必要な対策をご教示いただけな
いでしょうか。

要件を正確に把握したいため。 ガバメントクラウドにて提供している必須適用テンプレートを利用いた
だいた上で、要件定義書に記載のセキュリティ要件を受託者にて満たす
ようご対応ください。

なお、ガバメントクラウドの仕様やセキュリティ要件については以下の
ガイドライン類も参照ください・
・GCASガイド（ガバメントクラウドのガイドライン類）
政府情報システムにおけるセキュリティ・バイ・デザインガイドライン
・政府機関のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群（NCO）
・情報システムに係る政府調達におけるセキュリティ要件策定マニュア
ル（NCO）
・政府情報システムにおける脆弱性診断導入ガイドライン
等

37 意見 01_調達仕様書 25 4.6.(1).ウ 電子決裁システム（EASY）、職員認証基盤（GSS-AMS）との
連携に伴うデータHUBを物品管理システムとして個別に設
計・実装すること。その際、並行して行う旅費・謝金システ
ム設計・開発事業において開発するブリッジシステム（デー
タHUB）と可能な限り設計内容を統一し、別途データHUB機能
を統合できるよう検討すること。

物品管理システムで利用するデータHUB機能について、物品
管理システム側で構築・保有する範囲と、外部連携機能とし
て別途扱う範囲を明確化いただきたい。

データHUB機能の責任分界が明確でないため、事業者ごとに
見積範囲や実装方針の解釈が分かれるおそれがあります。公
平な提案比較のため、明確化するため。

本システムはaPaaS等で構築された物品管理システムとデータHUBとな
り、外部連携機能はデータHUBに持つものとなります。
物品管理システムとデータHUBの機能範囲（どちらにどの機能を持たせ
るか）についても含めご提案をお願いいたします。

38 意見 別紙01_要件定義
書

10 2.1.(5) 物品管理システムについては、aPaaS製品やガバメントクラ
ウドに実装するノーコード/ローコード開発製品によるノー
コード/ローコード開発にて実装する。

以下に修正案を示します。

物品管理システムについては、aPaaS製品やガバメントクラ
ウドに実装するノーコード/ローコード開発製品を活用して
実装する。

要件定義書におけるアプリケーションの設計方針では、ノー
コード・ローコードを基本としつつ、拡張が必要な機能につ
いてはハイコードで構成することが示されており、実装方式
の解釈に差異が生じないよう明確化するため。

ご意見を踏まえ、以下の通り修正いたします。
---
物品管理システムについては、aPaaS製品やガバメントクラウドに実装
するノーコード/ローコード開発製品を活用して実装する。
-----
なお、ノーコード/ローコード開発以外でも想定する効果が実現できる
場合には、提案の範疇として許容いたします。
具体的な開発手法、その後の改修時の手法等をご提案ください。

39 確認・質問 別紙01_要件定義
書

14 3.1.(1) 本システムの利用者の種類、特性について、下表に示す。
表 8　本システムの利用者の種類、特性

表8「本システムの利用者の種類、特性」の項番2「各府省物
品業務の管理担当者」について、想定ユーザー数をご記載く
ださい。あわせて、可能であれば、想定される権限の内訳に
ついてもご教示ください。

見積精度の向上に資するため。 表8　本システムの利用者の種類、特性
の項番2については、各省庁のデジタル庁に対する物品管理業務の問合
せ窓口として担当している人となります。対象人数は、約130名程度で
す。
ただし、上記の人数が現行システム上、高権限を有している者の人数と
は一致しておりません。
なお、ユーザ数に関連するお見積りに関しては、要件定義書＞3.3.シス
テム規模に関する事項(4)＞表13　利用者数に記載のユーザ数でお見積
りをお願いします。
ライセンスの考え方に合わせ、利用可能性のあるユーザ数は"登録ユー
ザ数"を、実際に物品管理システムを利用するユーザ数（R6年度実績）
は"アクティブユーザ数"を参考にお見積りください。
アクティブユーザ数のうち、現時点で、一般利用者権限か、管理者権限
かの正確な内訳は持ち合わせておりません。ただし、業務状況から推測
する限り、アクティブユーザ数イコール管理者権限を有していると判断
いただいても差し支えありません。

40 意見 02_別紙01_要件
定義書（物品管
理システム設
計・開発）
_v.1.0

P20 3.2. システ
ム方式に関
する事項

本調達で構築する情報システムでは、利用者の要望により、
導入する製品の機能内でのカスタマイズや設定変更が求めら
れることが想定されることから、簡易な操作でカスタマイズ
等が可能である製品を選定すること。

以下趣旨の一文を追記する意見です。
---
また、本調達以降の次工程や、稼働後の運用・保守フェーズ
等において別途調達する際、複数事業者による確実な競争入
札や円滑な引継ぎを持続的に可能とするため、導入する製品
（SaaS/aPaaS等）の機能等に精通した技術者が市場に広く流
通している標準的なプラットフォームを選定すること。

 現行システム（V3）の課題であった事業者固定化（ベンダ
ロックイン）を抜本的に解消するためには、単に引継ぎド
キュメント類を整備するだけでなく、採用する基盤製品自体
が「特定の事業者に依存しないもの（＝市場にエンジニアが
多数存在し、他事業者が容易に参入・引継ぎできるもの）」
であることが不可欠と考えます。
運用・保守フェーズも含めた将来にわたって競争性を確実に
担保し、持続的なコスト低減を実現するため、システム方式
の前提として明記すべきと考え意見します。

表11 システム方式についての全体方針の項番3にいただいたご意見に類
似の記載をしているため、原文のままとさせていただきます。
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項番 種類
（注）

該当資料名 頁数 章番号等 仕様書等の記載内容 意見又は修正案の内容 意見又は修正案の提出理由 回答
「令和8年度 旅費等内部管理業務共通システムの次期システム（V4）更改に係る物品管理システム設計・開発業務（基本設計～開発）」意見招請結果に対する回答

41 意見 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0

P51 (3) プロ
ジェクト
リーダー/メ
ンバー

ガバメントクラウドを利用する場合には、次のいずれかに該
当する資格を有することが望ましい。
＜上級クラウド資格＞
AWS：Solution Architect Professional相当
GCP：Professional Cloud Architect相当
Azure：Azure Solutions Architect Expert相当
OCI：Oracle Cloud Infrastructure Certified Architect
Professional相当

以下の要件追記を意見します。

----
・また、本システム基盤としてSaaS又はaPaaS等のプラット
フォーム製品を提案する場合においては、当該製品の標準機
能を最大限活用したアーキテクチャ設計を確実に行うため、
提案製品の開発元ベンダーが公式に提供する上位認定資格を
有する者を配置すること

調達仕様書「1.4.業務・情報システムの概要 (2)次期システ
ム（V4）の全体概要」に『可能な限りカスタマイズをせず業
務を製品に合わせる（Fit to Standard）こと』と明記され
ている通り、次期システムにおける開発生産性・保守性を担
保するためには、アドオン開発を最小化することが重要課題
であると認識しております。

そのためには、対象プラットフォームの標準機能やデータモ
デルに対する深い理解と、将来の拡張を見据えた高度なアー
キテクチャ設計の知見が不可欠です。
知見不足により一部機能を安易にハイコード開発した場合、
現行システム（V3）の課題である「仕様のブラックボックス
化」や「過剰なシステム維持コストの発生（技術的負債）」
につながるリスクがあると考えます。

ガバメントクラウドの利用においてAWS等の上位資格が求め
られているのと同じ理由から、アプリケーション基盤
（SaaS/aPaaS）においても、特定ベンダーの属人的な経験則
ではなく、市場において客観的に証明された「公式な上位認
定資格」を必須要件（または高く評価する加点要件）とする
ことは、プロジェクトの失敗リスクを未然に防ぎ、行政のIT
投資（TCO）の最適化を担保する上で有効と考えます。

ご意見を踏まえ、以下を追記いたします。
---
・また、本システム基盤としてSaaS又はaPaaS等のプラットフォーム製
品を提案する場合においては、当該製品の標準機能を最大限活用した
アーキテクチャ設計を確実に行うため、提案製品の開発元ベンダーが公
式に提供する上位認定資格を有することが望ましい。

42 確認・質問 02_別紙01_要件
定義書（物品管
理システム設
計・開発）
_v.1.0

P5 表 4　サー
ビスデスク
業務の問合
せ対応時間
項番4

- 問合せ方法
チャットボット

チャットボット（FAQや問合せ作成、回答管理等のサービス
デスク機能）についても本調達のスコープという理解で良い
でしょうか。

以下の点から、本調達スコープ明確化のためのご質問となり
ます。

■「01_調達仕様書（物品管理システム設計・開発）_v1.0」
P11 図1-8 次期システム（V4）概要図
→サービスデスク機能は旅費・謝金に入っている

■「要件定義書別添03_機能要求一覧_物品管理_v.1.0」
→サービスデスク機能の記載がない

また、物品の調達に含まれる場合は詳細なチャットボットを
始めとする、問合せ対応機能の要件については事業者の提案
内容を見てご判断されると言う理解で良いでしょうか。

生成AIを用いたチャットボットの提案は任意となります。サービスデス
クの対応にて利用するチャットボットについて最適なソリューションを
提案ください。

なお、外部クラウドサービスを利用する場合は、ISMAP登録が必要とな
ります。
ISMAP登録サービスでない場合、ISMAP同等のセキュリティ対応されてい
ることを確認の上、デジタル庁が定める外部サービス申請を行うことに
より利用が可能となる場合があります。別途、外部サービス申請の提出
が必要となりますので、該当製品の提案の可能性がある場合は、本調達
公示後に該当の申請書式をご提示しますのでそちらへ記載の上、ご提案
ください。

43 意見 02_別紙01_要件
定義書（物品管
理システム設
計・開発）
_v.1.0

P57 表 21　ネッ
トワーク構
成

- 項番1
GSS-NWに接続している場合、専用線経由でプライベート接続
を行う。
GSS-NWに接続していない場合、GSS-NWにVPN接続し、専用線
経由でプライベート接続を行う

以下の修正を意見します。

----
GSS-NW接続の有無にかかわらず、原則として標準的なイン
ターネット（TLS暗号化）経由での接続を行う。

「要件定義書別添13_システム構成図_物品管理_v.1.0
（P6）」において、Salesforce利用時のシステム構成は「イ
ンターネット経由」と明示されており、本文の記載と齟齬が
生じています。

一般的に、ISMAP認証等を受けた高度なセキュリティを有す
るSaaSを利用する場合、インターネット直結構成とすること
で、以下のメリットが期待できると考えており、修正を希望
いたします。

・コストの最適化：
追加的な中継設備（VPN等）の構築・運用費用を抑制し、TCO
（総保有コスト）を低減できる。

・品質の安定：
 通信経路をシンプルに保つことで、接続遅延の防止や障害
ポイントの削減に繋がり、安定したサービス提供が可能とな
る。

ご意見を踏まえ、表21 ネットワーク構成の項番1,2に以下を追記いたし
ます。
---
ISMAP認証を受けた、もしくはISMAP同等のセキュリティ対応されている
ことを確認できた高度なセキュリティを有するSaaSを利用する場合、標
準的なインターネット（TLS暗号化）経由での接続を行うことも可能と
する。
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項番 種類
（注）

該当資料名 頁数 章番号等 仕様書等の記載内容 意見又は修正案の内容 意見又は修正案の提出理由 回答
「令和8年度 旅費等内部管理業務共通システムの次期システム（V4）更改に係る物品管理システム設計・開発業務（基本設計～開発）」意見招請結果に対する回答

44 意見 02_別紙01_要件
定義書（物品管
理システム設
計・開発）
_v.1.0

P21 表 11　シス
テム方式に
ついての全
体方針
（3）ソフト
ウェアの活
用方針

・SaaSについては、開発量削減の観点から幅広く優先的に、
その利用を検討すること。ただし、ニーズにマッチしている
か、開発量削減に貢献するか、セキュリティ対策は十分か、
費用対効果は十分に得られるか等を慎重に考慮すること。
・広く市場に流通し、利用実績を十分に有するソフトウェア
製品を活用する。
・ノンプログラミングによる画面生成等プロトタイピング用
のツール等を利用することにより、システムライフサイクル
コストの削減等が見込める場合には、積極的に採用を検討す
る。

以下の文章の追記を意見します

----
SaaSについては、将来的なAIエージェントの業務利用への拡
張に対応できるよう、次の要件に対応できる製品を活用す
る。
・製品標準機能として提供されるローコード設定型のAI機能
を有すること。
・行政ニーズや国産LLMの採用等に応じて複数のモデルを柔
軟に選択・切り替え可能なアーキテクチャを有すること。
・AIの実行ログや品質を可視化するオブザーバビリティ（可
観測性）機能を備え、継続的な精度向上に向けた改善
（PDCA）を可能とすること。

将来的な物品管理システムの拡張に向けて生成AIやAIエー
ジェントの活用は有益と考えます。

ただし、生成AI技術の進展は極めて速く、導入後の「陳腐
化」と「ブラックボックス化」を防ぐための検討も併せて必
要と考えます。

API連携等の個別開発を排し、製品標準機能（Fit to
Standard）を活用することで、開発コストを抑えつつ迅速に
AIを業務に組み込むことが可能となります。（AI環境の進
化・変化はSaaS側で吸収）

また、特定のLLMに依存しない柔軟なアーキテクチャは、将
来的な国産LLMの採用や技術革新への速やかな対応を担保し
ます。
さらに、実行プロセスを可視化するオブザーバビリティ機能
を要件化することで、AIの回答精度に対する「説明責任（ア
カウンタビリティ）」を果たし、データに基づく継続的な品
質改善を可能とする、安全かつ高度な行政サービスの基盤を
構築することを目的としています。

ご意見を踏まえ、表11 システム方式についての全体方針の項番3に以下
を追記いたします。
---
また、SaaSについては、将来的なAIエージェントの業務利用への拡張に
対応できるよう、次の要件に対応できる製品を活用することが望まし
い。
- 製品標準機能として提供されるローコード設定型のAI機能を有するこ
と。
- 行政ニーズや国産LLMの採用等に応じて複数のモデルを柔軟に選択・
切り替え可能なアーキテクチャを有すること。
- AIの実行ログや品質を可視化する機能を備え、継続的な精度向上に向
けた改善を可能とすること。

45 意見 02_別紙01_要件
定義書（物品管
理システム設
計・開発）
_v.1.0

P21 表 11　シス
テム方式に
ついての全
体方針
（3）ソフト
ウェアの活
用方針

・SaaSについては、開発量削減の観点から幅広く優先的に、
その利用を検討すること。ただし、ニーズにマッチしている
か、開発量削減に貢献するか、セキュリティ対策は十分か、
費用対効果は十分に得られるか等を慎重に考慮すること。
・広く市場に流通し、利用実績を十分に有するソフトウェア
製品を活用する。
・ノンプログラミングによる画面生成等プロトタイピング用
のツール等を利用することにより、システムライフサイクル
コストの削減等が見込める場合には、積極的に採用を検討す
る。

以下の文章の追記を意見します

----
SaaSについては、生成AIを活用した設計・開発・テストの効
率化を実効的なものとするため、採用するプラットフォーム
は、外部のAI開発ツールがシステムのメタデータやAPI仕様
を動的に参照・理解できる、標準プロトコル（Model
Context Protocol等）に対応している製品を活用すること。
これにより、製品のメジャーアップデートに伴う仕様変更に
対しても、生成AIが常に最新のシステムコンテキストを把握
し、高精度なソースコード生成やテスト自動化を継続できる
構成とすること。

「調達仕様書（2.1, 4.6等）に定める生成AIを活用した設
計・開発・テストの効率化を実現するための意見となりま
す。

SaaSやaPaaSは頻繁なアップデートにより仕様が進化し続け
るため、開発で利用する生成AIが「過去の学習データ」や
「静的なマニュアル」のみを参照して開発を行うと、古い仕
様に基づくコード生成（ハルシネーション）を誘発し、か
えって手戻り工数が増大する懸念があるためです。

MCP等の標準プロトコルに対応した製品であれば、開発で利
用する生成AIが稼働中のシステムの最新構造をリアルタイム
に把握できるため、常に高い生産性を維持できます。この
際、AI向けのインターフェース自体（MCP等）を独自開発・
維持することは、業務外の新たな保守負担（コスト）を生む
ことになります。基盤側でこの仕組みが自動更新される製品
を採用することで、保守工数のさらなる抑制が可能となりま
す。

またMCP対応により、開発で利用する生成AIがシステム構造
を正確に把握し開発者をガイドできれば、特定の事業者が持
つ属人的な知見への依存を排し、市場の技術者が容易に改修
や引き継ぎを行えるようになります。これにより、専門人材
不足への対応とベンダーロックインの回避も実現できると考
えています。

個別製品の機能に限定される表現となる可能性があるため、原文のまま
とさせていただきます。

46 意見 02_別紙01_要件
定義書（物品管
理システム設
計・開発）
_v.1.0

P43,44 表 20　本シ
ステムにお
けるセキュ
リティ要件
AU-1-1 ログ
の蓄積・管
理

（追記の意見かつ、AU-1-1記述が多いため省略） 以下の文章の追記を意見します。

----
・AIによる振る舞い検知: 蓄積されたログに基づき、AI（機
械学習）を用いて、通常とは異なる大量のデータ抽出（レ
ポートエクスポート）、セッションハイジャック、クレデン
シャルスタッフィング（リスト型攻撃）等の「正当な権限を
用いた不審な行動」をリアルタイムで識別・検知できるこ
と。

・リアルタイム制御（自動防御）: あらかじめ定義したセ
キュリティポリシーに基づき、不審な操作（特定のしきい値
を超えるデータダウンロード等）を検知した際、管理者への
通知のみならず、当該操作の即時ブロックや追加の多要素認
証要求を自動的に実行できること。

・高度な視覚化・分析基盤: 収集した膨大なログをダッシュ
ボード等で即座に視覚化し、専門的なクエリスキルがなくと
も、容易にインシデントの全容把握や原因分析が可能である
こと。

機密性の高い行政データを扱う本システムにおいて、事後的
なログ分析のみでは、正当な権限を悪用した「気づきにくい
情報持ち出し」を防ぐことは困難です。

AI（機械学習）を用いた能動的な監視とリアルタイム制御を
要件化することで、不審な挙動を検知した瞬間にシステムが
自動で操作を遮断し、大規模な漏洩を未然に防ぐことが可能
となります。

また、ログの相関関係を直感的に把握できる視覚化機能を活
用することで、万が一のインシデント発生時にも、その原因
や影響範囲の特定に要する調査工数を大幅に抑制することが
可能となります。これにより、運用保守の品質と生産性がが
両立できると考えます

個別製品の機能に限定される表現となる可能性があるため、原文のまま
とさせていただきます。
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項番 種類
（注）

該当資料名 頁数 章番号等 仕様書等の記載内容 意見又は修正案の内容 意見又は修正案の提出理由 回答
「令和8年度 旅費等内部管理業務共通システムの次期システム（V4）更改に係る物品管理システム設計・開発業務（基本設計～開発）」意見招請結果に対する回答

47 意見 別紙7 製品に求
める要件（物品
管理システム）

3　サービス
改善・ユー
ザー体験

製品として一定頻度以上（1年に1回以上）の継続的なバー
ジョンアップが行われている実績があること。

以下の文章の追記を意見します。
---
なお、当該バージョンアップは、単なるセキュリティパッチ
の適用や不具合修正にとどまらず、新たな機能の追加、AI等
の最新テクノロジーの導入、及びUI/UXの改善等が、過度な
個別カスタマイズを要さず製品標準の機能として継続的に提
供される性質のものであること。

調達仕様書における次期システム（V4）の目的である「運
用・保守・改修コストの低減」および「最新機能を具備して
いるシステムを利用者の皆様へ提供可能としていく」ことを
実質的に担保するためです。 単なる維持・保守レベルの
バージョンアップでは、将来的な最新技術（AI等）の導入や
UI/UX改善等を実施する際に、過剰なシステム維持コストや
複雑な個別のプログラム改修が継続して発生し、結果として
現行システム（V3）の課題である「費用の高止まり」やシス
テムの陳腐化を招くリスクがあると考えます。製品自体の継
続的な進化により、過剰な追加改修費用を発生させることな
く、行政現場に最新機能が標準提供され続ける仕組みを要件
とすることが、中長期的な費用対効果の最大化に不可欠と考
えます。

個別製品の機能に限定される表現となる可能性があるため、原文のまま
とさせていただきます。

48 意見 要求事項定義書
別添03_機能要求
一覧_物品管理
_v.1.0.xlsx

機能要求一
覧 シート

決裁方法選択（各業務機能内） 資料閲覧時に「物品管理システム（V4）での決済は必須要件
ではない」と伺いましたため、任意機能として記載いただき
たい。

見積影響が大きいため 要件定義書別添03_機能要求一覧の以下の箇所にその旨記載しておりま
すのでご確認ください。
KK-KAS-KANBKI-1
KK-KAS-KANBKI-2
KK-KAS-KANBKI-3

そのため、記載は原文のままとさせていただきます。

49 意見 要求事項定義書
別添03_機能要求
一覧_物品管理
_v.1.0.xlsx

機能要求一
覧 シート

〇〇内容確認（各業務機能内） 資料閲覧時に「プレビュー用の画面は必須要件ではない」と
伺いましたため、任意機能として記載いただきたい。

見積影響が大きいため 業務フローとしては入力内容等について事前にプレビューすることで確
認できるようにする必要があります。
その際、プレビュー用の画面を別途用意してプレビューを行うか、入力
画面をそのまま用いてプレビューができるようにするなど、最適なソ
リューションをご提案ください。

そのため、記載は原文のままとさせていただきます。

50 要望 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0.docx

9 1.4.	業務・
情報システ
ムの概要(2)
次期システ
ム（V4）の
全体概要

・旅費・謝金システムシステム（中略）運用保守及び利用
ユーザの利便性の向上を図るために、サービスデスク・デジ
タルアダプション・生成AI・BI等の周辺ソリューションを用
意する。

「周辺ソリューション」の例示に「業務自動化基盤、プロセ
スマイニング、テスト自動化」を追記するのが良いのではな
いか。

・業務自動化基盤
周辺ソリューション活用による利便性向上、運用・保守作業
の自動化・省力化、非定型業務の定形業務化、自動化・セル
フサービス化による運用効率化が求められているため、これ
らを横断的に実現できる業務自動化基盤を位置付けておくこ
とで、継続的改善、追加要望への柔軟な対応、後続事業者へ
の引継ぎ性確保に資すると思われます。
・プロセスマイニング
KPI管理に加え、画面遷移・操作ログ等の分析に基づく継続
的なUI/UX改善、利用状況分析に基づく改善・BPRが求められ
ているため、業務プロセスや操作実態を定量的に可視化でき
るプロセスマイニングを明確化することは、改善対象の特
定、効果検証、提案比較のしやすさの観点で有効と思われま
す。
・テスト自動化
設計・実装・各種テストにおける自動化・効率化、反復テス
トの自動化原則、品質指標・証跡・回帰確認まで求められて
いるため、テスト自動化を明示することは、品質確保、保守
性向上、後続工程・後続事業者への品質資産の引継ぎに有効
と思われます。

現行の記載でも、例示いただいたような提案は可能と想定されるため、
記載は原文のままとさせていただきます。

51 要望 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0.docx

9 1.4.	業務・
情報システ
ムの概要(2)
次期システ
ム（V4）の
全体概要

・物品管理システム（中略）運用保守及び利用ユーザの利便
性の向上を図るために、サービスデスク・デジタルアダプ
ション・生成AI・BI等の周辺ソリューションを用意する。

「周辺ソリューション」の例示に「業務自動化基盤、プロセ
スマイニング、テスト自動化」を追記するのが良いのではな
いか。

・業務自動化基盤
周辺ソリューション活用による利便性向上、運用・保守作業
の自動化・省力化、非定型業務の定形業務化、自動化・セル
フサービス化による運用効率化が求められているため、これ
らを横断的に実現できる業務自動化基盤を位置付けておくこ
とで、継続的改善、追加要望への柔軟な対応、後続事業者へ
の引継ぎ性確保に資すると思われます。
・プロセスマイニング
KPI管理に加え、画面遷移・操作ログ等の分析に基づく継続
的なUI/UX改善、利用状況分析に基づく改善・BPRが求められ
ているため、業務プロセスや操作実態を定量的に可視化でき
るプロセスマイニングを明確化することは、改善対象の特
定、効果検証、提案比較のしやすさの観点で有効と思われま
す。
・テスト自動化
設計・実装・各種テストにおける自動化・効率化、反復テス
トの自動化原則、品質指標・証跡・回帰確認まで求められて
いるため、テスト自動化を明示することは、品質確保、保守
性向上、後続工程・後続事業者への品質資産の引継ぎに有効
と思われます。

現行の記載でも、例示いただいたような提案は可能と想定されるため、
記載は原文のままとさせていただきます。
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項番 種類
（注）

該当資料名 頁数 章番号等 仕様書等の記載内容 意見又は修正案の内容 意見又は修正案の提出理由 回答
「令和8年度 旅費等内部管理業務共通システムの次期システム（V4）更改に係る物品管理システム設計・開発業務（基本設計～開発）」意見招請結果に対する回答

52 意見 01_調達仕様書
（物品管理シス
テム設計・開
発）_v1.0.docx

25 4.6.	基本設
計 (1)基本
的な要件 ク
生成AIやテ
ストツール
等を活用し
た設計・実
装（開発）
の効率化

生成AIの活用に関しては、総務省の「AI 事業者ガイドライ
ン」（※1）等を参考とし、セキュリティへの考慮を十分に
行うこと。なお、生成AIやテストツールは設計・実装（開
発）段階で開発・テスト環境での利用を想定しており、本シ
ステムに組み込むものではないことに注意すること。

「生成AIの活用に関しては、総務省の「AI事業者ガイドライ
ン」及びデジタル庁の生成AIの調達・利活用に係る関連ガイ
ドライン等を参考とし、セキュリティ、プライバシー、説明
可能性、監査可能性及び人による統制を十分に確保するこ
と。なお、生成AIやテストツールは、基本として設計・実装
（開発）段階での開発・テスト環境での利用を想定する。
ただし、本システムの中核業務機能を代替するものではな
く、周辺ソリューション又は補完システムとして、主管課が
承認した範囲に限り、本番環境で生成AI又はAI Agentを利用
できるものとする。」と一部利用を許容する形がいいのでは
ないか。

本件は、サービスデスク、デジタルアダプション、生成AI等
の周辺ソリューション活用を前提としており、また利用者利
便性向上、問合せ削減、操作負荷軽減が期待効果として掲げ
られているため、統制条件付きでAI Agent活用を可能とした
方が、過度なカスタマイズを抑制し、利用者支援・運用高度
化・継続的改善を実現しやすいと思われます。

本システムの中核業務機能であるかどうかに関わらず、生成AI含む外部
クラウドサービスを利用する場合はセキュリティ要件を遵守する必要が
あります。
そのため、記載は原文のままとさせていただきます。

なお、外部クラウドサービスを利用する場合は、ISMAP登録が必要とな
ります。
ISMAP登録サービスでない場合、ISMAP同等のセキュリティ対応されてい
ることを確認の上、デジタル庁が定める外部サービス申請を行うことに
より利用が可能となる場合があります。別途、外部サービス申請の提出
が必要となりますので、該当製品の提案の可能性がある場合は、本調達
公示後に該当の申請書式をご提示しますのでそちらへ記載の上、ご提案
ください。

53 意見 02_別紙01_要件
定義書（物品管
理システム設
計・開発）
_v.1.0.docx

13 2.	機能要件
定義 2.5.	外
部インター
フェースに
関する事項

なお、インターフェースについてはAPI連携を原則とし、旧
来型のインターフェースについてはAPI化を含め設計するこ
と。

「なお、インターフェースについてはAPI連携を原則とし、
旧来型のインターフェースについてはAPI化を含め設計する
こと。
ただし、連携先の制約によりやむを得ない場合は、補完的な
自動化手段（RPA等）による連携を暫定的又は限定的に採用
できるものとする。その際は、API化との比較検討結果、採
用条件、監査性、保守性等を主管課に提示し、承認を得るこ
と。」と記載を変更した方がいいのではないか。

API原則は妥当である一方、現実には連携先システム側の制
約によりAPI化が困難なケースがあり、これを一律に排除す
ると移行の実現性や全体最適を損なう。補完的自動化手段を
限定的に許容することで、モダン化方針を維持しつつ、移行
段階の実務対応力、例外処理対応力及び事業継続性を高める
ことができると思われます。

API化を含め設計すること、と述べている通り、API化を必須とした要件
ではございません。
ご意見を踏まえ、以下を追記いたします。
----
～なお、インターフェースについてはAPI連携を原則とし、旧来型のイ
ンターフェースについてはAPI化を含め設計すること。
連携先の制約等によりAPI化が困難である場合は、最適な連携方法を検
討の上、主管課の承認を得ること。

54 要望 要件定義書別添
03_機能要求一覧
_物品管理_v.1.0

2 機能要求一
覧

中分類＝「決裁（物品管理システム（V4））」にの任意要件
ついて

中分類＝「決裁（物品管理システム（V4））」の機能要求を
削除

Salesforceは利用ユーザー数に応じた課金体系となっている
ため、決裁のみを行うユーザーも課金対象とした場合、現行
システム（V3）より利用ユーザー数が増加する可能性があ
る。その結果、コストが増大するリスクがある

任意要件であるため、本機能の採用は必須ではございません。

そのため、記載は原文のままとさせていただきます。
なお、任意要件については、加点評価等の対象となります。

55 その他 要件定義書別添
04_機能要件一覧
_物品管理システ
ム【2026年3月31
日断面】

2 機能要求一
覧（対応す
る機能要
件）

機能要件対象シート（記載箇所）の列に「ステータバー」と
の記載あり

ステータバー→ステータスバーに修正 - ご意見を踏まえ、以下の通り修正いたします。
-----
ステータバー→ステータスバー

56 確認・質問 要件定義書別添
04_機能要件一覧
_物品管理システ
ム【2026年3月31
日断面】

3 画面×機能
相関図

整理区分の選択 物品供用官が起案者の場合、業務と整理区分が紐づかない可
能性が考えられる

例えば物品供用官が供用換を実施する場合、供用官にとって
の整理区分は「受領」または「返納」であり、「供用換」の
整理区分を選択する意識がないためヒューマンエラー等の原
因になるのではないかと考えるため。

整理区分の選択と、ヒューマンエラーとは直接的には紐づかないと想定
します（≒ヒューマンエラーが発生しないように実装すればいい）。
整理区分「受領」または「返納」からは、供用換申請を選択できないよ
うにすることで実質「供用換」が選択されるようにするなど、利便性を
一定維持したうえで実装することは、可能なところかと考えます。

ご意見を踏まえ、要件定義書別添04_機能要件一覧の「画面×機能相関
図」に、以下を追記いたします。
----
選択した整理区分では起案しない手続きは選択できないよう制御する

57 確認・質問 要件定義書別添
04_機能要件一覧
_物品管理システ
ム【2026年3月31
日断面】

4 業務×機能
における設
定値マトリ
クス

H列24行 、25行、26行にそれぞれ、空白、供用換、供用換の
記載あり

H列24行 、25行、26行を順に供用換、返納、受領とする必要
があると考える

業務フローに則る必要があるため ご意見を踏まえ、要件定義書別添04_機能要件一覧の「業務×機能にお
ける設定値マトリクス」を修正いたします。

58 確認・質問 要件定義書別添
04_機能要件一覧
_物品管理システ
ム【2026年3月31
日断面】

4 業務×機能
における設
定値マトリ
クス

返還登録【貸付・寄託】のステータスに「起案・完了」との
記載あり

起案・物品管理簿登記・完了となる必要があると考える 業務フローに則る必要があるため ご意見を踏まえ、要件定義書別添04_機能要件一覧の「業務×機能にお
ける設定値マトリクス」を修正いたします。

また、要件定義書別添04_機能要件一覧の1620行目も修正しました。

59 確認・質問 要件定義書別添
04_機能要件一覧
_物品管理システ
ム【2026年3月31
日断面】

4 業務×機能
における設
定値マトリ
クス

廃棄決議のステータスに「起案・決裁・施行・物品管理簿登
記・物品供用簿登記・完了」との記載あり

起案・決裁・施行・物品管理簿登記・完了となる必要がある
と考える

業務フローに則る必要があるため ご意見を踏まえ、要件定義書別添04_機能要件一覧の「業務×機能にお
ける設定値マトリクス」を修正いたします。

60 確認・質問 要件定義書別添
04_機能要件一覧
_物品管理システ
ム【2026年3月31
日断面】

4 業務×機能
における設
定値マトリ
クス

価格改定決議のステータスに「起案・決裁・施行・物品管理
簿登記・物品出納簿登記・完了」との記載あり

起案・決裁・施行・物品管理簿登記・物品供用簿登記・物品
出納簿登記・完了となる必要があると考える

業務フローに則る必要があるため ご意見を踏まえ、要件定義書別添04_機能要件一覧の「業務×機能にお
ける設定値マトリクス」を修正いたします。
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項番 種類
（注）

該当資料名 頁数 章番号等 仕様書等の記載内容 意見又は修正案の内容 意見又は修正案の提出理由 回答
「令和8年度 旅費等内部管理業務共通システムの次期システム（V4）更改に係る物品管理システム設計・開発業務（基本設計～開発）」意見招請結果に対する回答

61 確認・質問 要件定義書別添
04_機能要件一覧
_物品管理システ
ム【2026年3月31
日断面】

4 業務×機能
における設
定値マトリ
クス

分類換決議のステータスに「起案・決裁・施行・物品管理簿
登記・物品出納簿登記・完了」との記載あり

起案・決裁・施行・物品管理簿登記・物品供用簿登記・物品
出納簿登記・完了となる必要があると考える

業務フローに則る必要があるため ご意見を踏まえ、要件定義書別添04_機能要件一覧の「業務×機能にお
ける設定値マトリクス」を修正いたします。
※なお、「分類換通知」のステータス欄を修正しました。

62 確認・質問 要件定義書別添
04_機能要件一覧
_物品管理システ
ム【2026年3月31
日断面】

4 業務×機能
における設
定値マトリ
クス

起案申請（コード値）31,32,33,35,36,37,42,43及び分類換
通知（コード値なし）の後続で選択可能な業務に「-」との
記載あり

「物品管理簿（登記）物品供用簿（登記）・物品出納簿（登
記）」の記載にする
または
「物品供用簿（登記）
・xx元担当者が「物品供用官」
物品出納簿（登記）
・xx元担当者が「物品出納官」」の記載にする
（xxは、業務によって申請や保管にする）

業務フローに則る必要があるため
また、他の業務と記載の平仄を合わせるため

ご意見を踏まえ、要件定義書別添04_機能要件一覧の「業務×機能にお
ける設定値マトリクス」を修正いたします。

63 確認・質問 要件定義書別添
04_機能要件一覧
_物品管理システ
ム【2026年3月31
日断面】

12 物品情報リ
ストアップ

リストアップ方法の選択の品目情報選択と物品情報選択（管
理物品の場合）（O列12行目）
業務の対象がすでに管理物品である場合、次から選択する
に、
A）フリーワード検索
⇒シート「物品情報（検索）」参照
B）CSVアップロード
⇒「CSVアップロード」欄を参照
との記載あり
（O列15行目、21行目も同様）

絞り込み検索
次の情報を引渡し、選択する情報を参照する
「府省」「官署」「分類」「細分類」「種類」「品目」「細
目」「部署」
⇒「品目情報選択（絞り込み検索）」
を追加してよいのではないかと考える

CRPにてフリーワード検索と絞り込み検索の双方があるとよ
いという意見があったため（物品や習熟度に寄って、フリー
ワードのみでは対象に辿り着けない可能性もあり、絞り込み
検索があると便利なため）

ご意見を踏まえ、要件定義書別添04_機能要件一覧の「物品情報リスト
アップ」を修正いたします。

64 確認・質問 要件定義書別添
04_機能要件一覧
_物品管理システ
ム【2026年3月31
日断面】

22 共通機能
（業務選
択）

起案申請内容の入力の起案日の初期値に「-」の記載あり 現在年月日とすべきと考える 現行システム（V3）でも現在年月日が初期値として設定され
ているため

ご意見を踏まえ、要件定義書別添04_機能要件一覧の「共通機能（業務
選択）」を修正いたします。

65 確認・質問 要件定義書別添
04_機能要件一覧
_物品管理システ
ム【2026年3月31
日断面】

13 起案申請 基本情報または補助機能に、個別機能「管理換・分類換命令
から起案を開始する場合にグループ選択ができる」旨の記載
なし

左記の該当箇所に、管理換・分類換命令から開始した場合、
グループを設定すると官署マスタで設定したグループに該当
する官署マスタが設定される旨を記載すべきと考える

現行システム（V3）の左記機能を踏襲する認識であるため ご意見を踏まえ、要件定義書別添04_機能要件一覧の「起案申請」、
「物品情報リストアップ」を修正いたします。

66 確認・質問 要件定義書別添
04_機能要件一覧
_物品管理システ
ム【2026年3月31
日断面】

- - 供用官非設置の場合、請求元担当者が使用者となり、部署の
指定が必要になることの記載なし

左記内容を記載すべきと考える 現行システム（V3）に仕様の不備があった箇所を改善するた
め

ご意見を踏まえ、要件定義書別添04_機能要件一覧の「起案申請」に追
記いたしました。

67 要望 要件定義書別添
04_機能要件一覧
_物品管理システ
ム【2026年3月31
日断面】

25 共通機能
（制御機
能）

D列が「払出番号取込」「稟議番号取込」の内容に関する記
載あり

左記内容を廃止すべきと考える 次期システム（V4）においては番号取込をせずとも起案内容
を連携できる仕様を想定しており、廃止機能として各省庁と
も合意している認識であるため

ご意見を踏まえ、要件定義書別添04_機能要件一覧の「共通機能（制御
機能）」を修正いたします。

※なお、参照元となっている各シート（例：シート「起案申請」など）
では、本機能を廃止する旨記載しています。

68 要望 要件定義書別添
04_機能要件一覧
_物品管理システ
ム【2026年3月31
日断面】

25 共通機能
（制御機
能）

D列が「電子調達取込」の内容に関する記載あり 左記内容を廃止すべきと考える 次期システム（V4）においては電子調達取込は廃止機能とし
て各省庁とも合意している認識であるため

ご意見を踏まえ、要件定義書別添04_機能要件一覧の「共通機能（制御
機能）」を修正いたします。

※なお、参照元となっている各シート（例：シート「起案申請」など）
では、本機能を廃止する旨記載しています。

69 要望 07_別紙6_作業ス
ケジュール（物
品管理システム
設計・開発）
_v1.0

1 図1-8,1-9
作業スケ
ジュール

令和9年11月頃の「先行リリース（デジ庁）」について 令和9年11月頃に全省庁一括でリリースとする 先行リリースをする場合、本番切替作業は２回実施する必要
があり、データの移行方法や確認テスト含めて複雑になるた
め

全省庁一括のリリースも許容可能です。

作業スケジュールはあくまでモデルスケジュールとなりますので、最適
なスケジュールをご提案ください。
ただし、この場合、総合テスト・受入テスト・トレーニング等にて、リ
リース前の準備が十分に実施可能である策とともにご提案ください。
また、リリース方式についてはご提案内容も加味しつつ、移行計画の中
で詳細を検討する想定です。

そのため、記載は原文のままとさせていただきます。
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項番 種類
（注）

該当資料名 頁数 章番号等 仕様書等の記載内容 意見又は修正案の内容 意見又は修正案の提出理由 回答
「令和8年度 旅費等内部管理業務共通システムの次期システム（V4）更改に係る物品管理システム設計・開発業務（基本設計～開発）」意見招請結果に対する回答

70 要望 07_別紙6_作業ス
ケジュール（物
品管理システム
設計・開発）
_v1.0

1 図1-8,1-9
作業スケ
ジュール

実装・単体テストのスケジュールについて 実装・単体テストのスケジュールの完了を令和10年4月末に
変更

詳細設計と実装・単体テストを並列で実施する矢羽根になっ
ているため、一部機能については実装・単体テストがスケ
ジュールの中に収まらない可能性がある。

令和8年度と9年度では異なる調達単位となるため、実装・単体テストを
翌年度にまたがって実施することは難しく、令和8年度事業の完了基準
としてはこのままといたします。

一方で、作業スケジュールはモデルスケジュールであることから、モデ
ルスケジュール内に収まらない場合には、スケジュールに収まらないと
想定される具体的な機能と対応策（翌年度に切り離し実装等しても後続
への影響を最小化可能である具体的な案等）とともに最適なスケジュー
ルをご提案ください。

そのため、記載は原文のままとさせていただきます。

71 要望 07_別紙6_作業ス
ケジュール（物
品管理システム
設計・開発）
_v1.0

1 図1-8,1-9
作業スケ
ジュール

総合テストのスケジュールについて 総合テストのスケジュールの完了を令和10年10月末に変更
受入テストの令和11年11月開始に変更

総合テストのスケジュールが短いため、不具合発生時の再テ
ストを実施するとスケジュール遅延となるリスクがある。

作業スケジュールはあくまでモデルスケジュールとなりますので、最適
なスケジュールをご提案ください。

総合テストを長くし、受入テストの期間を短縮させた場合、受入テスト
期間が短くなり、同様に不具合への対応が不足する懸念が生じることも
考えられます。総合テストの期間を長くする場合、受入テスト期間を短
縮させても影響が最小化される具体策とともにご提案をお願いします。

そのため、記載は原文のままとさせていただきます。

72 その他 要件定義書別添
12_CRUDマトリク
ス_物品管理
_v.1.0

2 CRUDマトリ
クス

BJLBJS：物品情報（修正）の設置場所マスタCRUDは「-」 BJLBJS：物品情報（修正）の設置場所マスタCRUDは「R」 現行システム（V3）ではBJLBJS：物品情報（修正）では設置
場所マスタを参照し物品情報に紐づけが出来るようになって
いました。

ご意見を踏まえ、別添12_CRUDマトリクスの「CRUDマトリクス」シート
を修正いたします。

73 意見 要件定義書別添
15_SLA案_物品管
理_v1.0

2 SLA案 （1）過去と同一の質問･現象への回答：①電話：30分以内
（2）簡単な操作の質問等への回答：①電話：1時間以内

同時着信数や日次受付件数が一定基準を超えた場合の取り扱
いを明文化、または月次達成率を設定する

無制限なピーク対応を前提とした過剰要員配置を回避するた
め

ご意見を踏まえ、別添15 SLA案を大幅に見直し、該当の箇所はSLAから
削除いたしました。

修正後の別添15 SLA案を再度ご確認ください。
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